
2022年9⽉30⽇時点

インボイス制度
freee対応⽅針

インボイス完全対応
“これだけ”で
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インボイス完全対応

インボイス制度は複雑です。

2023年10⽉の施⾏までにインボイス制度に対応していくためには、請求書の⾒直しだけでなく、会計も経費精算も

請求書処理もファイル管理も、多くのシステムを⾒直し、従来の業務フローを刷新していく必要があります。

そのような負担を軽減するためにfreeeは「“これだけ”でインボイス完全対応 freee」をプロダクト

コンセプトに、製品の組み合わせ⼀切必要なく、freeeを⽤い⼿軽なアクションをするだけで、

インボイス制度に対応できるプロダクト作りを進めております。

あらゆるインボイス制度の要件に対処し、最新テクノロジーを盛り込んだ開発を進めておりますので

安⼼してfreeeをご活⽤ください。

“これだけ”で



インボイス制度で
新たに発⽣する業務
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インボイスか否かの確認5

記帳パターン増⼤への対応7

受領したインボイスの保存6

インボイス制度で新たに発⽣する業務
売上げに関する
インボイスの発⾏

仕⼊れに関する
インボイスの受領

売⼿ 買⼿

適格請求書発⾏事業者の登録申請1

請求書等の計算⽅法の⾒直し3

要件を満たしたインボイスの交付2

［売⼿‧買⼿共通］消費税納税額の計算⽅法の⾒直し9

売⼿対応必須の要件 買⼿対応必須の要件

交付したインボイスの写しの保存4 電⼦明細とインボイスの紐付け8



売⼿において
新たに発⽣する業務と
freeeの対応⽅針
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適格請求書発⾏事業者の登録申請

インボイスを発⾏するには消費税の課税事業者のみ登録が許される
適格請求書発⾏事業者になる必要があります

登録を受けるには税務署⻑に登録申請書を提出しなければなりません

freeeインボイス登録申請ナビを使えば
項⽬を⼊⼒するだけで、たった５分で申請書をカンタン作成！
インボイス登録申請ナビは“無料”でご利⽤いただけます

インボイス制度で
新たに発⽣する業務 対応⽅針

項⽬を⼊⼒するだけで簡単に申請書作成

1
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適格請求書発⾏事業者の登録申請書をカンタンに作成できるインボイス登録申請ナビを提供
また、簡易課税制度の選択届出書も同時に作成できます

freeeインボイス登録申請ナビ提供 無料

フォームに⼊⼒するだけで 申請書類がスグできる
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要件を満たしたインボイスの交付

インボイス制度で
新たに発⽣する業務

インボイスに記載が必要な事項は定められており
適格請求書や適格簡易請求書、適格返還請求書ごとに

定められた記載事項は異なります

freeeを使えばインボイス記載事項のモレは発⽣しません
更に「適格簡易請求書」や「適格返還請求書」にも対応
モレなくミスなく請求業務を実施いただけます

対応⽅針

書類を作成するだけでインボイス対応

2
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適格請求書の記載事項に対応
インボイス制度にて新たに記載が必要となった「税率ごとの消費税額及び適⽤税率」及び

「適格請求書発⾏事業者の登録番号」の項⽬を新たに追加いたします

※画像は実装イメージであり、実際のリリース時のデザイン‧仕様と異なる場合がございます



11

インボイスの全フォーマットに対応
「適格請求書」のフォーマットに加え「適格簡易請求書」や
「適格返還請求書」のフォーマットに対応いたします

交付を受ける者の⽒名⼜は
名称の省略等が可能となる

適格簡易請求書※

インボイス制度において
基本的なフォーマットとなる

適格請求書

※ 適格請求書発⾏事業者が、不特定多数の者に商品の販売やサービスの提供を⾏う場合には、適格請求書の記載事項を簡易なものとした適格簡易請求書を交付することができます
税率ごとに区分した消費税額等⼜は適⽤税率の記載が必要です。尚「税率ごとに区分した消費税額等」と「適⽤税率」を両⽅記載することも可能です。

返品や値引き等の売上げに係る
対価の返還等を⾏う場合に必要となる

適格返還請求書

全て対応予定
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インボイス対象書類の選定が可能
「納品書」をインボイスとするか「請求書」をインボイスとするか、複数書類合わせインボイスとするか等

インボイスの対象となる書類を選択することが可能です

３パターン含め多様な組み合わせに対応予定

請求書がインボイス

請求書にインボイスの
必要項⽬を記載

納品書がインボイス

納品書にインボイスの
必要項⽬を記載
※請求書は集計書的な役割

納品書‧請求書
合わせてインボイス

請求書にインボイスの
必要項⽬を⼀部記載

納品書にインボイスの
必要項⽬を⼀部記載
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Peppol

Peppol（デジタルインボイス）送受信に対応
メールや郵送代⾏に加え、新たにPeppol（デジタルインボイス）に対応いたします

メール送信

郵送代⾏

New

インボイスの発⾏ インボイスの受領

PDFで受領

紙で受領

転記作業

転記作業

freeeで受信⼀括送信
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請求書等の計算⽅法の⾒直し

インボイス制度下では「税率ごとに合計した対価の額に税率を乗じて
消費税額を算出」と端数処理のルールが明確化されました

⾏ごとに端数処理を⾏なっていた場合は⾒直しが必要となります

端数処理の⾒直しや合算請求時の税額のズレなど…
インボイスの計算⽅法にまつわる懸念は

freeeの請求機能を使うことでスッキリ解決いたします！

インボイス制度で
新たに発⽣する業務 対応⽅針

⾦額を⼊⼒するだけでインボイス対応

3
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インボイスの計算⽅法に対応
消費税額は税率ごとに合計した対価の額に税率を乗じて算出し、1円未満の端数が⽣じる場合は

1インボイスにつき税率ごとに1回の端数処理を⾏うよう計算します

たまねぎ※ 637円

×8%

◇◇◇御中

株式会社◯◯◯

登録番号 T1234567890123

品⽬ 消費税

お酒

お弁当※

2023年10⽉1⽇

2019円

1,887円

税抜⾦額

送料 998円

301円
201円

3,017円

2,524円

10％対象

8％対象

※は軽減税率適⽤商品

税率ごとの合計⾦額に対し
端数処理を実施

×10%

端数処理は、切捨て、四捨五⼊など任意の⽅法で実施可能

税率ごとに個々の品⽬に係る「税抜⾦額」を合計

それぞれ消費税額を計算（端数処理：切捨て）

● 10%対象：
● 08%対象：

2,019円 ＋ 998円
1,887円 ＋ 637円

= 3,017円
= 2,524円

● 10%対象：
● 08%対象：

3,017円
2,524円

= 301.7円
= 201.9円

× 10%
× 08%

→ 301円
→ 201円

【計算例】
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合算請求時の端数処理に対応
納品書をインボイス（請求書は⽀払通知の位置付け）とするか

合算請求書をインボイスとするかを選択することができるようになります

※ インボイスとする書類には、登録番号や税区分ごとに合計した税額等の記載も必要です。
※ 納品書ごとに端数処理を⾏う場合は端数処理の回数が多くなるため、合算請求書時に端数処理を⾏う場合と⽐べ税額が少なくなる可能性がございます

インボイスは納品書
税額算出は納品書単位

請求明細書

お酒 995円

消費税 100円

お⽫ 1,005円

10/10

10/15

消費税 99円

合計(10%) 2,000円
消費税 199円

納品書A
10⽉10⽇

お酒 995円

合計(10%) 995円
消費税 99円

納品書B
10⽉15⽇

お⽫ 1,005円

合計(10%) 1,005円
消費税 100円

納品書ごとに
算出した税額を⾜す

⽉末締め

インボイスは請求書
税額算出は請求書作成時

納品書A
10⽉10⽇

お酒 995円

合計(10%) 995円

納品書B
10⽉15⽇

お⽫ 1,005円

合計(10%) 1,005円

請求書

お酒 995円

お⽫ 1,005円

10/10

10/15

合計(10%) 2,000
円

消費税 200円

10⽉31⽇

合計⾦額に税率を掛け税額算出

OR
⽉末締め
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交付したインボイスの写しの保存

インボイス制度が始まるとインボイスの写しの保存が義務化されます
更に、2024年1⽉には電⼦取引データの電⼦保存完全義務化が開始となり
メールで送った請求書等を紙に印刷し保存する運⽤が禁⽌となります

freee会計は全プラン電⼦帳簿保存法に完全対応
freeeで納品書や請求書を作るだけでインボイスの電⼦保存が完了

電⼦保存完全義務化にも安⼼して対応いただけます

インボイス制度で
新たに発⽣する業務 対応⽅針

請求書を作成するだけで電⼦保存

4

※消費税法ではインボイス制度開始後も電⼦交付したインボイスの書⾯保存が認められていますが、所得税法及び法⼈税法では2023年12⽉末で電⼦取引デー
タの電⼦保存義務化の猶予措置が終了し書⾯保存が禁⽌になります。尚、所得税法及び法⼈税法は全ての個⼈事業主‧全ての法⼈が対象となります。
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訂正‧削除が不可⼜は
履歴が残るシステムタイムスタンプを付与

各種交付書類の電⼦保存に対応
書⾯を通さずに取引を⾏うスマート請求書及びPDF添付メール送信の電⼦保存に対応するため

履歴機能をリリースし⾒積書‧納品書‧請求書‧領収書‧発注書の電⼦保存に対応

訂正‧削除履歴をCSV形式で確認

※ インボイスとする書類には、登録番号や税区分ごとに合計した税額等の記載も必要です。

該当期間‧対象書類の履歴
情報を絞り込み出⼒

訂正削除の防⽌に関する
事務処理規程の備付け

モニターや複合機等の
⾒読可能装置の備付け 検索機能の確保

OROR

AND

AND

電⼦取引データの保存要件 受発注書類変更履歴リリース

今回freeeが採⽤した要件



買⼿において
新たに発⽣する業務と
freeeの対応⽅針
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受領したインボイスの保存6

適格請求書発⾏事業者の登録申請
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要件を満たしたインボイスの交付

［売⼿‧買⼿共通］消費税納税額の計算⽅法の⾒直し9

電⼦明細とインボイスの紐付け8交付したインボイスの写しの保存

売上げに関する
インボイスの発⾏

仕⼊れに関する
インボイスの受領

売⼿ 買⼿

売⼿対応必須の要件 買⼿対応必須の要件
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インボイスか否かの確認

受領した証憑がインボイスか否かを判断するためには
インボイスの記載事項にミスがないことに加え、インボイスに記載の
登録番号が国税庁のシステムに登録されている必要があります

スマホアプリから撮影したり複合機でスキャンしたりと
書類をfreeeに投げ込むだけで

⾃動で内容を読み取って、⾃動で分類を⾏います

インボイス制度で
新たに発⽣する業務 対応⽅針

スキャンするだけで⾃動で分類

5
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AI-OCRによるインボイス⾃動分類
取引の過程で受け取った証憑をfreeeにアップロードすることで

インボイスの⾃動判定から、領収書‧請求書の⾃動分類まで実施いたします

登録番号が実在するか否かを
国税庁のシステムに問い合わせ

インボイスか否かを⾃動で判定します

領収書か請求書かを
⾃動で分類します

※画像は実装イメージであり、実際のリリース時の
デザイン‧仕様と異なる場合がございます

⾮インボイスインボイス

請
求
書

領
収
書

Upload

AI-OCR⾃動分類
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取引先マスタへインボイス関連項⽬を追加
取引先マスタに適格請求書発⾏事業者の登録番号の項⽬を新たに追加

取引登録等から取引先をマスタ登録する際、国税庁のシステムより取得した正式名称や登録番号を補完します

● 取引先マスタに適格請求書発⾏事業者の
登録番号の項⽬を新たに設ける

● 登録番号が実在するか否かを国税庁の
システムに問い合わせ正確性を担保

※画像は実装イメージであり、実際のリリース時のデザイン‧仕様と異なる場合がございます
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受領したインボイスの保存

公共交通機関の運賃や⾃動販売機での購買などの⼀部例外を除き
受領したインボイスは⾦額の多寡にかかわらず

約7年間保存する必要があります

freee会計は全プラン電⼦帳簿保存法に完全対応
スキャナ保存はもちろん電⼦取引データの電⼦保存にも対応しており

電⼦保存完全義務化にも安⼼して対応いただけます

インボイス制度で
新たに発⽣する業務 対応⽅針

freeeに取り込むだけで電⼦保存

6

※電⼦帳簿保存法の対応には予め事務処理規定や操作説明書等の各種書類の備付けが必要です
freeeでは各種規定のテンプレート提供などの導⼊のサポートも⾏っております
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電⼦帳簿保存法対応
freee会計全プランにてスキャナ保存及び電⼦取引データ保存の機能を提供

2024年1⽉より始まる電⼦取引データの電⼦保存完全義務化に安⼼して対応いただけます

● スキャナ保存
○ 紙の領収書や請求書の電⼦化及び電⼦保存対応

● 電⼦取引データ保存
○ 紙が介在しない取引データの電⼦保存対応

※ freee会計 無料プラン及びスタータープランは書類の写真等のデータ取込は⽉5枚までとなっております。その他有料プランは⽉10GBまでデータをアップロードいただけます
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優良電⼦帳簿の特権

万が⼀申告ミス等があった場合でも、

過少申告加算税５％軽減
※ ただし、その過少申告に係る修正申告‧更正に重加算税対象が含まれる場合は軽減なし

今年10⽉
リリース予定優良電⼦帳簿対応

優良電⼦帳簿の対応要件

訂正‧削除
履歴の確保

1 記録事項の訂正‧削除を⾏った場合の事実内容を確認できること

2 通常の業務処理期間を経過した後の⼊⼒履歴を確認できること

相互関連性の
確保

3 電⼦化した帳簿の記録事項とその帳簿に関連する他の帳簿の記録事項
との間において相互にその関連性を確認できること

関係書類等の
備付け

4 システム関係書類等(システム概要書、システム仕様書、操作説明書、
事務処理マニュアル等）の備付けを⾏うこと

⾒読可能性の
確保

5
保存場所に電⼦計算機、プログラム、ディスプレイ及びプリンタ並び
にこれらの操作説明書を備え付け、その電磁的記録をディスプレイの
画⾯及び書⾯に、整然とした形式及び明瞭な状態で、速やかに出⼒で
きるようにしておくこと

検索機能の
確保

6 取引年⽉⽇、取引⾦額、取引先で検索できること

7 ⽇付⼜は⾦額の範囲指定により検索できること

8 ⼆つ以上の任意の記録項⽬を組み合わせた条件により検索できること

freee会計
全プランで対応

freeeは税の優遇措置を享受できるクラウド会計ソフトとなります
追加料⾦は不要です。全プランでご利⽤いただけます

※事業者が作成する全ての国税関係帳簿について優良電⼦帳簿対応をした上で、あらかじめ税務署への届出を⾏えば、その優良電⼦帳簿に記録された事項
に関して申告漏れがあった場合でも、その申告漏れに課される過少申告加算税が5％軽減される措置を受けられます。

※ freee会計で作成する全ての帳簿（仕訳帳、総勘定元帳、固定資産台帳など）は、2022年中に優良電⼦帳簿に対応した機能を提供する予定です。
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記帳パターン増⼤への対応

インボイス制度の開始から6年間は免税事業者等からの仕⼊れであっても
部分的に仕⼊税額控除が受けられる経過措置があり、

それを考慮した記帳を⾏う場合、記帳パターンが現⾏の3倍に増加します

記帳パターンが３倍になっても⼤丈夫
AI-OCRで書類を解析し、⽇付‧取引先名‧⾦額はもちろんのこと

適した税区分‧適した税額も⾃動推測します

インボイス制度で
新たに発⽣する業務 対応⽅針

チェックするだけで記帳が完了

● ⽇付

● ⾦額

● 取引先

● 取引内容

● 税区分

1. 10%

2. 18%

3. 混在

標準税率10%

軽減税率 8%

標準 & 軽減

標準税率10%

軽減税率 8%

標準 & 軽減

標準税率10%

軽減税率 8%

標準 & 軽減

1. 番号あり

2. 番号あり

3. 番号あり

4. 番号なし

5. 番号なし

6. 番号なし

7. 番号なし

8. 番号なし

9. 番号なし

〜2026/9/30

〜2026/9/30

〜2026/9/30

26/10〜29/9

26/10〜29/9

26/10〜29/9

10%

8%

混在

10%

8%

混在

10%

8%

混在

登録番号 税率 ⽇付

● ⽇付

● ⾦額

● 取引先

● 取引内容

● 税区分

税区分

３
標準税率10%

軽減税率 8%

標準 & 軽減

税率 税区分

現⾏ インボイス開始後

記帳パターン

倍
(経過措置80%)

(経過措置80%)

(経過措置80%)

(経過措置50%)

(経過措置50%)

(経過措置50%)

→

→

→

→

→

→

→

→

→

→

→

→

⽇付 ： 2023年10⽉10⽇
⾦額 ： 1,430円
勘定科⽬： 旅費交通費
発⾏元 ： freeeタクシー
税区分 ： 税率10%

※インボイス制度下ではインボイスの保存及び⼀定の事項を記載した帳簿（「取引年⽉⽇」「 課税仕⼊れの相⼿⽅の⽒名⼜は名称」「 取引内容（軽減税率の
対象である旨）」「対価の額」）が仕⼊税額控除の要件となります。

※8割控除や5割控除の特例を受ける旨を税区分を⽤いて表現した場合の図となります。税区分を⽤いない⼿法の場合でも記帳パターンに変化はございません

7
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免税事業者の場合、それに適した
税区分が絞り込まれる

インボイス制度に対応した税区分の追加
免税事業者等からの仕⼊れに係る経過措置を表すために新たな税区分を追加
⼿動⼊⼒の際も税区分の選択が容易となるよう簡易⼊⼒モードを実装予定

通常⼊⼒モード

簡易⼊⼒モード
課対仕⼊10%や課対仕⼊8%といった
インボイスの場合のみ利⽤できる
税区分が絞り込まれる

適した税区分を⼿動で選択
課税売上に対応する免税事業者からの仕⼊
● 課対仕⼊免80、課対仕⼊免50
● 課対仕返免80、課対仕返免50

⾮課税売上に対応する免税事業者からの仕⼊
● ⾮対仕⼊免80、⾮対仕⼊免50
● ⾮対仕返免80、⾮対仕返免50

課税‧⾮課税売上に共通対応する免税事業者からの仕⼊
● 共対仕⼊免80、共対仕⼊免50
● 共対仕返免80、共対仕返免50

※免80、免50の税区分については、免税事業者からの仕⼊れや適格請求書の
要件を満たさない仕訳で、仕訳の発⽣⽇が経過措置期間である場合に選択
○ 免80

■ 仕訳の発⽣⽇が、2023/10/1 〜 2026/9/30 の場合に選択
■ 仕⼊税額相当額の80％が控除可能であることを⽰す

○ 免50
■ 仕訳の発⽣⽇が、2026/10/1 〜 2029/9/30 の場合に選択
■ 仕⼊税額相当額の50％が控除可能であることを⽰す

新たに追加する税区分

※画像は実装イメージであり、実際のリリース時のデザイン‧仕様と異なる場合がございます
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⽇付‧⾦額‧発⾏元‧勘定科⽬だけでなく

AI-OCRによる税区分‧税率ごとの合計⾦額⾃動推測
国税庁法⼈番号システムWeb-APIを⽤いて税区分及び発⾏元のOCR⾃動推測を実施
更に、税率別の合計⾦額も推測を⾏い、税率が混在する場合の記帳も簡略化

※免税事業者の場合、国税庁法⼈番号システム Web-APIに切り替え後も既存仕様と同様に電話番号より発⾏元を推測いたします
尚、電話番号からの発⾏元推測機能は対応プランが限定される可能性がございます。また国税庁のAPI結果と登録⽇にはタイムラグが発⽣する場合がございます
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請求書処理に特化したAI-OCR⾼速記帳機能の提供
経理担当が請求書を⼀括記帳する場合の効率化を⽬指し

請求書処理に特化したAI-OCR⾼速記帳機能を実装いたします

_OCR推測項⽬_

⽇付 ： 2023年10⽉12⽇

振込先 ： フリー銀⾏1234
つばめ⽀店123 普通1234567

源泉税 ： 61,770円

振込期⽇ ： 2023年12⽉28⽇

合計⾦額 ： 603,730円

取引先 ： freeeデザイン⼯房

税区分 ： 標準税率10%

※画像は実装イメージであり、実際のリリース時のデザイン‧仕様と異なる場合がございます
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ワークフロー機能へのAI-OCR追加実装

既存OCR推測項⽬
● ⽇付
● 合計⾦額
● 発⾏元

経費精算

追加実装予定のOCR推測項⽬
● インボイスか否かの⾃動判定
● 税区分⾃動判定
● 税率ごとの合計⾦額（複数⾏対応）

既存OCR推測項⽬
● ⽇付
● 振込期⽇
● 取引先
● 振込先情報
● 合計⾦額
● 源泉税

⽀払依頼

追加実装予定のOCR推測項⽬
● インボイスか否かの⾃動判定
● 税区分⾃動判定
● 税率ごとの合計⾦額（複数⾏対応）

ワークフロー利⽤時の⼯数低減のため
インボイスに関する項⽬についてAI-OCRの追加実装を⾏います
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電⼦明細とインボイスの紐付け

⽇付‧取引内容‧⾦額の情報のみのECサイト等の電⼦明細は
インボイスの記載項⽬を満たさずインボイスとはならないため

電⼦明細より記帳を⾏う場合でも、インボイスの保存が別途必要となります
（ECサイトのHPより領収書をダウンロードするなどの対応が必要）

電⼦明細を⽤いた⾃動仕訳の効率化体験を維持していくために
freeeはインボイスと電⼦明細の⾃動紐付けを強化

⾃動仕訳の活⽤と同時にインボイスの保存にもスムーズに対応いただけます

インボイス制度で
新たに発⽣する業務 対応⽅針

ファイルを保存するだけで紐付け推測

8
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freee上で各種電⼦明細の⾃動同期を⾏った上で、受領した証憑をアップロードすれば
⾃動的に対象の明細とファイルの紐付け推測を実施し、明細とインボイスを紐付けて管理できます

電⼦明細とインボイス証憑の紐付け推測機能の提供

2023-10-11 600

出⾦⽇付 摘要

2023-10-13 1,620

2023-10-15 62,000

インボイスガイドブック

お茶２Ｌ×9本

オフィスチェア

2023-10-20 165,000ノートパソコン

電⼦明細 電⼦ファイル

領収書
株式会社◇◇◇御中

◯◯◯株式会社

登録番号 T1234567890123

1,620円

合計 1,620円

120円8%消費税額

品⽬ ⾦額

※は軽減税率適⽤商品

お茶２Ｌ×9本※

2023年10⽉13⽇

8%対象 (税抜) 1,500円

領収書
株式会社◇◇◇御中

◯◯◯株式会社

登録番号 T1234567890123

165,000円

合計 165,000円

15,000円10%消費税額

品⽬ ⾦額

ノートパソコン

2023年10⽉20⽇

10%対象 (税抜) 150,000円2023-10-24 2,800乾電池単3形 28本

⾃動紐付け推測

⾃動紐付け推測



売⼿‧買⼿において
新たに発⽣する業務と
freeeの対応⽅針
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インボイスか否かの確認5

記帳パターン増⼤への対応7

受領したインボイスの保存6

適格請求書発⾏事業者の登録申請

請求書等の計算⽅法の⾒直し

要件を満たしたインボイスの交付

［売⼿‧買⼿共通］消費税納税額の計算⽅法の⾒直し9

電⼦明細とインボイスの紐付け8交付したインボイスの写しの保存

売上げに関する
インボイスの発⾏

仕⼊れに関する
インボイスの受領

売⼿ 買⼿

売⼿対応必須の要件 買⼿対応必須の要件
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消費税額の計算⽅法は「割戻し計算」が原則となっていますが
インボイス制度下では「積上げ計算」を採⽤することも可能になり、

仕⼊税額においては「積上げ計算」が原則化いたしました

freeeは割戻し計算に加え積上げ計算にも対応
⽇々の記帳を⾏うだけで消費税の申告書が作成され

freeeのみで電⼦申告まで⼀気に完結することができます

インボイス制度で
新たに発⽣する業務 対応⽅針

⽇々記帳するだけで申告書作成

原則

特例

割戻し計算

積上げ計算

売上税額は、税率の異なるごとに区分し
た課税標準である⾦額の合計額にそれぞ
れ税率を掛けて計算します。

相⼿⽅に交付した適格請求書等の写し
を保存している場合、これらの書類に記
載した消費税額等を積み上げて売上税額
を計算することができます。

原則

特例

積上げ計算

割戻し計算

仕⼊税額は、原則として適格請求書等に
記載された消費税額等を積み上げて計算
します。

税率ごとに区分した課税期間中の課税仕
⼊れに係る⽀払対価の額の合計額に、
それぞれの税率で割戻し計算して仕⼊税
額を算出することができます割戻し計算を選択した場合、仕⼊税額

は積上げ計算⼜は割戻し計算のいずれ
かを選択することが可能

売上税額にて積上げ計算を選択した場
合、仕⼊税額にて割戻し計算を適⽤す
ることはできません

売上税額 仕⼊税額

消費税納税額の計算⽅法の⾒直し

仕⼊は積上げ計算が原則化

9
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積上げ計算に対応
割戻し計算に加え、積上げ計算に対応いたします

売上税額と仕⼊税額の計算⽅法

売上税額 仕⼊税額

割戻し計算（原則）
積上げ計算（原則）

割戻し計算（特例）

積上げ計算（特例） 積上げ計算（原則）

※各計算⽅法の特徴
○割戻し計算 ：税率の異なるごとに区分した⾦額の合計額にそれぞれ税率を掛けて計算
○積上げ計算 ：インボイスもしくは帳簿に記載された消費税額等を積み上げて計算
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消費税申告書の更新及び電⼦申告対応
消費税申告書の更新に加え、電⼦申告しやすい画⾯に改修致します。

消費税申告書の更新
80%仕⼊税額控除分の税込、税額の⼊⼒欄が追加

申告書作成後
freeeの画⾯から電⼦申告



freeeのインボイス対応⽅針まとめ
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売⼿には、請求管理システムや送信システムなどの対応
買⼿には、会計やワークフロー、ファイル保存システム等の対応と
インボイス制度対応には多種多様なシステムの使い分けが必要です

freeeはオールインワン！
請求管理から会計、ワークフロー、ファイル管理、電⼦申告と

たった1つのシステムでインボイス対応が完了します

対応⽅針

freeeを選ぶだけでインボイス完全対応インボイス対応製品の使い分け

10
インボイス制度で
新たに発⽣する業務
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適格請求書発⾏事業者の登録申請1 項⽬を⼊⼒するだけで簡単に申請書作成

要件を満たしたインボイスの交付2 書類を作成するだけでインボイス対応

請求書等の計算⽅法の⾒直し3 ⾦額を⼊⼒するだけでインボイス対応

受領したインボイスの保存6 freeeに取り込むだけで電⼦保存

記帳パターン増⼤への対応7 チェックするだけで記帳が完了

消費税納税額の計算⽅法の⾒直し9 ⽇々記帳するだけで申告書作成

インボイスか否かの確認5 スキャンするだけで⾃動で分類

交付したインボイスの写しの保存4 請求書を作成するだけで電⼦保存

電⼦明細とインボイスの紐付け8 ファイルを保存するだけで紐付け推測

インボイス対応製品の使い分け10 freeeを選ぶだけでインボイス完全対応

インボイス完全対応“これだけ”で
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インボイス対応予定表
2022年9⽉時点



インボイス制度対応
他システム連携及び新プランについて
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新プラン「freee経理」リリース

承認 ⾃動消込請求書⼀括発送請求書発⾏申請

⽀払依頼 ⼀括振込承認購買申請

経費申請 ⼀括振込承認出張申請

固定資産登録 台帳管理減価償却計算購買申請

仕訳⽣成 試算表

稟議 経理業務 会計 レポート

請求管理
債権‧⼊⾦管理

購買管理
債務‧⽀払管理

経費精算

固定資産管理

他社会計ソフト

会計ソフトはそのままで
freee経理でインボイス制度対応！

従来の会計ソフトを変えずに、インボイス制度対応と業務の効率化‧ペーパーレス化を⽬指す⽅を対象に
上位プランの機能をお求めやすい価格で利⽤できる「freee経理」の提供を開始いたしました。

2022年8⽉リリース
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インボイス制度対応の追加項⽬含め、 freee仕訳データの全項⽬出⼒対応や
他会計ソフトのインポート仕様合わせたデータ出⼒が可能となる機能の強化を⾏います

他会計ソフトとの連携強化

他社会計ソフト形式でのエクスポート強化

現⾏の対応形式
1. 弥⽣会計
2. 財務応援シリーズ
3. JDL

4. ミロク情報サービス
5. TKC
6. ICS

現⾏6つのソフトに加え、新たに4つのソフトの形式に対応予定

カスタマイズCSVエクスポート機能の開発

● 各社に対応したテンプレートを元に、列の並びを予めカス
タマイズしたCSVを出⼒可能とするカスタマイズCSVエク
スポート機能を開発予定

● freeeで所持している仕訳情報の全項⽬をエクスポート可
能といたします
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freee API インボイス制度対応

● インボイス制度に対応した請求書の作成‧取得‧更新を可能とする

freeeAPIは今後インボイス制度対応で
必要となる全ての項⽬に対応いたします。

請求書

対応例

● 新規に追加された48件の税区分を取得可能とする
税区分

● 新規に追加された適格請求書発⾏事業者の登録番号の作成‧取得‧更新を可能とする
● 適格請求書発⾏事業者か否かのステータスの設定‧取得‧更新を可能とする
● 書類の種類（請求書‧領収書‧その他）の設定‧取得‧更新を可能とする

ファイルボックス

● 新規に追加された適格請求書発⾏事業者の登録番号の作成‧取得‧更新を可能とする
● 適格請求書発⾏事業者か否かのステータスの設定‧取得‧更新を可能とする

など

取引先



スモールビジネスを、世界の主役に。


